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平成 29 年度予算 概算要求へ向けての要望書 
 

「大介護時代」あるいは「一億総介護時代」ともいわれる長寿国日本が抱える介護やケアの問題

は、今や高齢期のみならず、学齢期、青年期、子育て期、中高年期など全世代をまたぐ国民的課題

となっており、とりわけ「介護離職問題」は大きな社会経済リスクを伴う喫緊の課題ととらえます。

その背景にある働く介護者の環境整備につきまして、抜本的かつ有効な取り組みが早急に求められ

ます。 

国民の健康・就労・経済・生活の安定をはかり“介護と仕事が当たり前に両立する社会”の実現

に向けて、本会は平成 29 年度予算概算要求へ向けて以下の内容を要望いたします。 

 

1. 持続可能な社会保障改革の推進 

介護保険制度については、軽度者を保険給付の対象から除外しないとともに、ケアマネジメントの

標準化や要介護認定の地域間格差の解消を進める。また、被保険者・受給者の範囲拡大のあり方に

ついて国が検討を進める。 

＜緊急対策提案＞ 

・ 軽度者に対する保険給付対象サービスの見直しに向けての調査の実施、軽度者に対するサービ

スについては、認知症や他の疾患・障害の有無、家族構成、介護者の就業状況等を考慮した調

査を実施し、家族単位の介護能力のアセスメントを実施するための評価指標の導入を検討する。 

 

2. ワーク・ライフ・バランス社会の早期実現 

介護離職することなく安心して介護と仕事が両立できるよう、改正育児・介護休業法の周知徹底を

はかり、国や企業が両立支援制度の情報提供と相談窓口設置の促進等の就業環境整備を進める。 

＜緊急対策提案＞ 

・ 働く介護者(ケアラー)の実態、ニーズを明らかにするための、全国調査を国として実施し、効

果的対策に資すること。 

・ 育児・介護休業法において、企業内に「介護離職防止対策委員の設置」について講ずること。 

・ 働く介護者(ケアラー)の早期教育と情報提供の義務化。 

・ 第 2 号被保険者となるタイミング(40 歳)で、介護及び介護保険制度等の情報と基礎知識を提供

すること。 

 



3. 介護人材の確保策の拡充 

介護労働者の処遇ならびに雇用管理の改善を強力に進めるとともに、専門職としての社会的地位を

確立し人材の離職防止をはかるほか、復職や新たな担い手をめざす人への支援を充実するなど、人

材確保対策を強化する。そのため、消費税をはじめとした安定財源を早期に確保する。 

＜緊急対策提案＞ 

・ 不足する介護労働者の確保策として、都道府県に設置された地域医療介護総合確保基金の対象

事業に位置づけられ 27 年度から開始されている施策を厚労省が集約し、その評価の下に実効性

のある人材確保策を展開する。 

・ 介護労働者の処遇改善と人材確保対策、特に月額 1 万円の給与引き上げの着実な履行、さらに

勤労者の平均給与水準との格差是正の措置を講ずること。 

・ 将来に希望の持てる賃金水準となるよう、賃金制度の整備に向けた助成を行うこと。 

 

4. 「地域包括ケアシステム」の構築に向けた医療・介護の機能と連携の強化 

介護等を必要とする人が地域で安心して暮らし続けられるよう、必要な介護保険給付を確保する。 

介護予防・日常生活支援総合事業の展開に際しては、地域間の格差が生じないよう国および都道府

県は必要な支援を行う。また地域包括ケアシステムの実現のためのボランティア・ＮＰＯなどの住

民サービスの意義の評価と推進を速やかに行うよう地方自治体に求める。 

 

  

  


